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１．はじめに 
核融合コミュニティでは核融合エネルギー開

発に対する社会の理解と支援を得るべく，様々な

アウトリーチ活動を継続的に推進してきている．

ただし，これらの活動は主にそれぞれの組織や各

個人が独立に実施してきたと言え，核融合コミュ

ニティが一体となった体系的・統一的な活動であ

るとは言い難い．また平成29年に制定された核融

合原型炉研究開発の新たな推進方策では，原型炉

開発のための多くの技術課題に加えて，「⑦社会

連携」を C&R項目の一つに加えることにより，社

会との共創の具現化を強く求めている．具体的に

は第一回の C&R 内容として，以下の２点が挙げ

られている．（図１参照） 
・アウトリーチヘッドクォーターの設置 
・アウトリーチ活動推進計画の立案 
そこで，現在の各機関や個人が実施している

様々な活動を俯瞰して，核融合分野全体のアウト

リーチの司令塔としての役割を果たすべく，平成

31年２月に文部科学省・研究機関・大学を中心と

した協議体としてアウトリーチヘッドクォータ

ー（以下「ヘッドクォーター」）が設立された．

ヘッドクォーターの庶務は，文部科学省研究開発

戦略官（核融合・原子力国際協力担当）付の協力

を得て，量子科学技術研究開発機構（以下，QST）

及び核融合科学研究所（以下，NIFS）が共同して

行っている．ヘッドクォーターでは関係者が定期

的に会合を開催し，戦略的なアウトリーチ計画を

立案し，機動的に推進することを目的として， ア
ウトリーチ活動の活性化に向けた議論及び具体

的な方策を推し進めている． 
 
２．活動の戦略について 
核融合エネルギーに関するアウトリーチ活動

の全体構想を図２に示す．戦略目標として，「核

融合科学技術を取り巻く幅広い層に存在するス

テークホルダー間の対話を可能とする環境を整

備し，核融合科学技術の社会的価値と社会受容性

を高めること」であると捉えることができる．本

目標を達成するためには，対象別に３つの行動指

針に基づく諸活動を並行して推進する必要があ

ると考えた． 
まずCat.1では，ヘッドクォーターの意義を核融

合コミュニティ内に周知するとともに，自らの研

究価値の向上に繋がりうるものであることを実

証するような諸活動を推進する．例えば，広範な

学術・社会領域にまたがる核融合分野のアウトリ

ーチの際に留意すべき点をまとめたガイドブッ

クのようなものを作成することなどが挙げられ

る．次にCat.2では，関係研究機関・組織と各ステ

ークホルダーを繋げるためのトップダウン的な

広報活動のみならず，核融合研究者が他

者に向けて情報発信を行うボトムアッ

プ的な活動に関する情報共有や支援も

ヘッドクォーターの活動対象となりえ

る．そしてCat.3では，多様なステークホ

ルダー間における核融合科学技術に関

する対話を補助し，活性化する環境を整

備する事を図る．例えば，対話を繋ぐ核
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図１ アクションプランの抜粋 
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科学技術コミュニケーターの養成などが考えら

れる．以上の活動を進め，核融合科学技術の社会

的価値と社会受容性を向上させ，また，その責任

を果たせる核融合コミュニティ作りに貢献でき

るようなヘッドクォーターを目指している． 
 

３．具体的な取り組み 
ヘッドクォーターでは現在，それぞれの組織や

個人で展開している活動の情報交換や，今後立ち

上げるべき企画の提案などを中心に，戦略的なア

ウトリーチ活動の推進方策を議論している．会合

では，それぞれの企画が，どのターゲット層（小

中高生，大学生，一般など）を対象としているの

か，アウトプット・アウトカムとして何が期待で

きるのか，などについて整理しながら，対象とす

るターゲット層に突き刺さる“とがった”企画を

めざして議論している． 
 前項の全体構想で掲げた Cat.1 として，まず核

融合コミュニティにヘッドクォーターの設置と

活動内容を紹介すべく，プラズマ・核融合学会誌

にサロン記事を掲載した[1]．また NIFS 共同研究

の研究会枠で実施している「核融合エネルギーの

社会的受容性向上のためのアウトリーチ活動の

進め方」は，ヘッドクォーターの活動内容を共有

する場ともなっている．さらに，アウトリーチ活

動を進めるに当たり，リスクコミュニケーション

についても研究者コミュニティが共通認識（安全

性，コスト，将来性など）を持つことが大事であ

ると考えており，そのガイドブックを作成すべく

議論している． 
次にCat.2 として，トップダウン及びボトムア

ップの両面から様々な活動を実施している．各研

究機関やステークホルダーを繋ぐための活動や

各研究機関・研究者が外部に向けて実施する情報

発信への支援として文部科学省の果たす役割は

大変重要である．そこで文部科学省では，核融合

研究全体を紹介する核融合HP「Fusion Energy～核

融合エネルギーの実現に向けて～」[2]を開設した．

本HPは核融合コミュニティの

ポータルサイトとして機能さ

せることを目的としており，核

融合を知らない層から研究者

に至る広い層に向け，各ターゲ

ット層に有効なコンテンツや

必要な情報を掲載している．因

みに，文部科学省広報室では各

部署が毎年行った広報活動を

省内投票や審査により表彰す

る「広報顕彰」を実施している

が，ヘッドクォーターの創設や

一連のアウトリーチ活動を「核融合コミュニティ 
One Team によるアウトリーチ活動への挑戦」と

してエントリーしたところ，「ターゲット毎に多

様な方法でアプローチをしている点や既存のリ

ソースを活用し継続的に行う工夫がなされてい

る点など，他施策にも参考にすべき事例が多い」

として，萩生田大臣賞を受賞した． 
国内の研究機関や大学での活動も，ヘッドクォ

ーターを通して核融合コミュニティ内での連携

を図りつつ様々な企画を精力的に進めている．例

えば，QST核融合エネルギー部門では，ITER や
BA活動の広報に努め，メディア向けの説明の機会

を設けるなどしている．またITER を題材にした

コミックは大変わかりやすく，英語版・フランス

語版も作成されており好評を博している．NIFSで
は，講演会や科学イベントを通して，一般市民に

向けて，核融合科学の理解に努めているとともに，

核融合研究ができる大学の研究室リストをウェ

ブサイト[3]にまとめて紹介している． 
Cat.3 の「各ステークホルダー間の対話を繋ぐ

環境の整備」については，コミュニティ内外での

信頼を醸成するための地道な活動が大切である

と考えられる．例えば，北海道大学科学技術コミ

ュニケーター養成プログラム（CoSTEP）[4]を数名

の核融合研究者が修了するなどしており，専門性

とコミュニケーションスキルを併せ持つ核融合

人材の育成の足掛かりとなることが期待される．  
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図２ アウトリーチ活動の全体構想 


